
	受付番号
	




令和７年度希少野生生物保護推進事業委託業務に係る企画提案書

みだしのことについて、次のとおり提出します。

令和　　　　年　　　　月　　　　日

沖　縄　県　知　事　殿

提出者　　　　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会社名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡担当者　　　　　所属・職・氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号



	基本的考え方、業務提案・業務手法等の概要について

	


令和７年度希少野生生物保護推進事業委託業務に関する企画提案内容

業務全体のフロー（横書きでもよい）

業務全体の工程表（横書きでもよい）



業務遂行体制（今回委託する業務の遂行体制）

1 業務遂行体制図

②担当者の役割等

　○専任担当者

	予定担当者名
	所属・役職
	手持ち

業務件数
	担当する分担業務の概要

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


○その他担当者

	予定担当者名
	所属・役職
	手持ち

業務件数
	担当する分担業務の概要

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


③専任担当者の経歴等（担当者ごとに記入すること）

	ふりがな

①氏名
	②生年月日

	③所属・役職

	④保有資格

　　　　　　　　　　　　　　（部門：　　　　分野　　　　　）　・登録番号：　　　　　　　　・取得年月日：

	⑤同種又は類似業務経歴（５件まで）

	業務名
	業務概要
	発注機関
	履行期間

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	⑥従事技術分野の経歴（直近の順に記入）

１）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　　月～　　　　　　　年　　　　月（　　　　年　　　　ヶ月）

２）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　　月～　　　　　　　年　　　　月（　　　　年　　　　ヶ月）

３）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　　月～　　　　　　　年　　　　月（　　　　年　　　　ヶ月）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　累計（　　　　年　　　　ヶ月）

	⑦その他の経歴（業務表彰、その他）

	⑧過去５年間における国、沖縄県及び県内市町村等での業務実績


会社概要等

	会　社　名

（代表者氏名）
	

	所　在　地
	

	設立年月日
	
	資　本　金
	

	事務系職員
	人
	調査・分析

従事職員
	　　　　　　　　

　　人

	年　　　　商

（過去５年間）
	

	会社の主要業務：

	組織図


過去５年間の沖縄県内における野生動植物種その他自然環境に係る調査に関する業務実績
	受託年度
	
	
	
	
	

	業務名
	
	
	
	
	

	契約金額
	
	
	
	
	

	履行期間
	
	
	
	
	

	発注機関名

住所

TEL
	
	
	
	
	

	業務の概要
	
	
	
	
	

	業務の技術的特徴
	
	
	
	
	

	業務態勢
	
	
	
	
	


見　　積　　書

令和　　　　年　　　　月　　　　日

沖　縄　県　知　事　殿

会社名

住所

商号又は名称

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

事業名称　：　令和７年度希少野生生物保護推進事業委託業務
上記事業の委託費について下記のとおり積算見積もりいたします。

積算見積金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円（消費税含む）

（※別途、内訳を示すこと。）
見　　積　　書

令和　　　　年　　　　月　　　　日

沖　縄　県　知　事　殿

会社名

住所

商号又は名称

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

事業名称　：　令和８年度希少野生生物保護推進事業委託業務
上記事業の委託費について下記のとおり積算見積もりいたします。

積算見積金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円（消費税含む）

（※別途、内訳を示すこと。）
【様式１】





応募資格の宣誓


（下記の内容について該当するものについて、提出者自らチェックマーク☑を記入すること。）


□⑴　地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４の規定に該当しない者であること。また、その者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人として使用する者でないこと。


□⑵　本業務を円滑に履行することができる運営体制が整備されている者であること。


□⑶　国税、県税、消費税及び地方消費税を滞納しない者であること。


□⑷　警察当局から、暴力団員が実質的に支配する法人、またはこれに準じるものとして、 沖縄県発注業務からの排除要請があり、当該状況が継続している者でないこと。


□⑸　実施要領や仕様書等に記載された内容をすべて承諾する者であること。


□⑹　今回の委託に際して、専任の担当者を割り当て、十分な遂行体制がとれること。


□⑺　沖縄県内における野生動植物種その他自然環境に係る調査の実績を有すること。


□⑻　沖縄県内に事業所を有すること。


（共同企業体による応募の場合は、以下についても同様にチェックマーク☑を記入すること。）


□⑼　共同企業体を構成する全ての事業者は、応募資格⑴～⑸の要件を満たす者であること。 


□⑽　共同企業体を構成する事業者のいずれかが、応募資格⑹～⑺の要件を満たす者であること。


□⑾　共同企業体を代表する事業所は、⑻の要件を満たす者であること。


□⑿　共同企業体を代表する事業者は、構成員のうちで最大の出資割合であること。


□⒀　共同企業体を構成する事業者間には、資本の提携がないこと。


※上記の内容について確認出来る書類の提出を、後日お願いすることがあります。





【様式１－２】





【様式２】





【様式３】





【様式４】





【様式４】





【様式４】





【様式５】





【様式６】





【様式７】





【様式７-2】








